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　　 規　　 則
○熊本県本人確認情報の開示等に関する規則　　　　　　　　　　　　（市町村総室）　 �

　本号で公布された規則のあらまし

　◇熊本県本人確認情報の開示等に関する規則
　　（１）�この規則は、住民基本台帳法（昭和 ��年法律第 ��号。以下「法」という。）
　　　　 に基づく本人確認情報の開示等に関し、必要な事項を定めることとした。（第
　　　　 �条関係）
　　（２）�立入検査を行う職員の身分証明書の様式について定めることとした。（第 �
　　　　 条関係）
　　（３）�法第 ��条の ��第 �項の開示の請求（以下「開示請求」という。）の手続につ
　　　　 いて定めることとした。
　　　　 ①　 開示請求は、本人確認情報開示請求書（別記第 �号様式）により行うこと
　　　　　 とした。（第 �条関係）
　　　　 ②　 未成年者又は成年被後見人の法定代理人（以下「法定代理人」という。）
　　　　　 が本人に代わって開示請求をする場合は、当該法定代理人は、戸籍謄本その
　　　　　 他その資格を証明する書類を知事に提出しなければならないこととした。
　　　　　（第 �条第 �項関係）
　　　　 ③　 開示請求をした法定代理人は、本人確認情報の開示を受ける前にその資格
　　　　　を喪失したときは、直ちに書面でその旨を知事に届け出なければならないこ
　　　　　 ととした。（第 �条第 �項関係）
　　　　 ④　 開示請求をする者は、次に掲げる書類のいずれかであって、その者の氏名
　　　　　 が記載されているものを知事に提示しなければならないこととした。ただし、
　　　　　 郵送によって開示請求をする場合は、当該書類の写しを知事に提出すること
　　　　　 とした。（第 �条第 �項関係）
　　　　　 ア　 運転免許証、健康保険の被保険者証その他法律又はこれに基づく命令の
　　　　　　 規定により交付された書類であって、当該開示請求をする者が当該開示請
　　　　　　 求に係る本人確認情報の本人であることを確認するに足りるもの（第 �号
　　　　　　 関係）
　　　　　 イ　 アに掲げる書類をやむを得ない理由によって提示し、又は提出すること
　　　　　　 ができない場合には、当該開示請求をする者が当該開示請求に係る本人確
　　　　　　 認情報の本人であることを確認するために知事が適当と認める書類（第�号
　　　　　　 関係）
　　　　 ⑤　 ④の規定は、法定代理人が本人に代わって開示請求をする場合に準用する
　　　　　 こととした。（第 �条第 �項関係）
　　（４）�本人確認情報の開示の方法等について定めることとした。
　　　　 ①　 本人確認情報の開示は、本人確認情報確認書（別記第 �号様式）（開示請
　　　　　 求に係る本人確認情報が存在しない場合にあっては、本人確認情報不存在
　　　　　 通知書（別記第�号様式）。以下「確認書等」という。）により行うこととした。
　　　　　（第�条第 �項関係）
　　　　 ②　 確認書等の交付部数は、�部とすることとした。（第 �条第 �項関係）
　　　　 ③　（３）④、⑤の規定は、本人確認情報の開示を受ける者に準用することと
　　　　　 した。（第 �条第 �項関係）
　　　　 ④　 郵送による開示の場合は、確認書等は、当該開示に係る本人確認情報の本
　　　　　 人の住所に送付することとした。（第 �条第 �項関係）
　　（５）�法第 ��条の ��第 �項の規定による通知は、本人確認情報開示期限延長通
　　　　 知書（別記第 �号様式）により行うこととした。（第 �条関係）
　　（６）�本人確認情報の訂正等の申出の手続等について定めることとした。
　　　　 ①　 法第 ��条の ��の規定による開示に係る本人確認情報の内容の全部又は一
　　　　　 部の訂正、追加又は削除の申出（以下「訂正等の申出」という。）は、本人
　　　　　 確認情報訂正（追加・削除）申出書（別記第 �号様式）により行うこととし
　　　　　 た。（第 �条第 �項関係）
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　　　　 ②　 訂正等の申出をする者は、当該訂正等の申出に係る確認書等を提出しなけ
　　　　　 ればならないこととした。（第 �条第 �項関係）
　　　　 ③　 法定代理人が本人に代わって訂正等の申出をする場合は、戸籍謄本その他
　　　　　 その資格を証明する書類を知事に提出しなければならないこととした。た
　　　　　 だし、開示請求の際に提出した書類によってその資格を証明することができ
　　　　　 るときは、この限りでないこととした。（第 �条第 �項関係）
　　　　 ④�（３）④の規定は、訂正等の申出をする者に準用することとした。（第 �条
　　　　　 第 �項関係）
　　（７）�訂正等の申出に係る調査結果の通知について定めることとした。
　　　　 ①　 法第 ��条の ��の規定による通知は、本人確認情報の訂正等の申出に係る
　　　　　 調査結果通知書（別記第 �号様式）により行うこととした。（第 �条第 �項
　　　　　 関係）
　　　　 ②　 ①の通知は、当該訂正等の申出に係る本人確認情報の本人の住所に送付す
　　　　　 ることとした。（第 �条第 �項関係）
　　（８）　 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定めることとした。（第
　　　　 ��条関係）
　　（９）�この規則は、公布の日から施行することとした。

　規　　 則

　熊本県本人確認情報の開示等に関する規則をここに公布する。
　　 平成 ��年 �月 �日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
　　　 熊本県本人確認情報の開示等に関する規則
熊本県規則第 75 号
　（趣旨）
第 �条　 この規則は、住民基本台帳法（昭和 ��年法律第 ��号。以下「法」という。）に基
　づく本人確認情報の開示等に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（身分証明書の様式）
第 �条　 法第 ��条の ��第 �項及び第 ��条の �第 �項の証明書の様式は、別記第 �号様式
　によるものとする。
　（開示の請求）
第 �条　 法第 ��条の ��第 �項の開示の請求（以下「開示請求」という。）は、本人確認情
　報開示請求書（別記第 �号様式）により行うものとする。
　（法定代理人による開示請求に必要な書類等）
第 �条　 未成年者又は成年被後見人の法定代理人（以下「法定代理人」という。）が本人
　に代わって開示請求をする場合は、当該法定代理人は、戸籍謄本その他その資格を証明
　する書類を知事に提出しなければならない。
��　 開示請求をした法定代理人は、本人確認情報の開示を受ける前にその資格を喪失した
　ときは、直ちに書面でその旨を知事に届け出なければならない。
　（本人等であることの確認に必要な書類）
第 �条　 開示請求をする者は、次に掲げる書類のいずれかであって、その者の氏名が記載�
　されているものを知事に提示しなければならない。ただし、郵送によって開示請求をす
　る場合は、当該書類の写しを知事に提出するものとする。
　（１）　 運転免許証、健康保険の被保険者証その他法律又はこれに基づく命令の規定によ
　　　 り交付された書類であって、当該開示請求をする者が当該開示請求に係る本人確認
　　　 情報の本人であることを確認するに足りるもの
　（２）　 前号に掲げる書類をやむを得ない理由によって提示し、又は提出することができ
　　　 ない場合には、当該開示請求をする者が当該開示請求に係る本人確認情報の本人で
　　　 あることを確認するため知事が適当と認める書類
��　 前項の規定は、法定代理人が本人に代わって開示請求をする場合に準用する。この場
　合において、同項中「開示請求をする者」とあるのは「開示請求をする法定代理人」と、
　同項各号中「当該開示請求に係る本人確認情報の本人である」とあるのは「人違いでな
　い」と読み替えるものとする。
　（開示の方法等）
第 �条　 本人確認情報の開示は、本人確認情報確認書（別記第 �号様式）（開示請求に係
　る本人確認情報が存在しない場合にあっては、本人確認情報不存在通知書（別記第 �号
　様式）。以下「確認書等」という。）により行うものとする。
��　 確認書等の交付部数は、�部とする。
��　 第 �条の規定は、本人確認情報の開示を受ける者に準用する。この場合において、同�
　条中「開示請求をする」とあるのは「本人確認情報の開示を受ける」と、同条第 �項た
　だし書中「当該書類の写しを知事に提出するものとする」とあるのは「この限りでない」
　と、同項各号及び同条第 �項中「開示請求に」とあるのは「開示に」と、同条第 �項第
　�号中「提示し、又は提出する」とあるのは「提示する」と読み替えるものとする。
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��　 開示請求をした者が郵送による開示を請求している場合においては、確認書等は、当
　該開示に係る本人確認情報の本人の住所に送付するものとする。
　（開示の期限を延長する旨の通知）
第 �条　 法第 ��条の ��第 �項の規定による通知は、本人確認情報開示期限延長通知書
　（別記第 �号様式）により行うものとする。
　（本人確認情報の訂正等の申出の手続等）
第 �条　 法第 ��条の ��の規定による開示に係る本人確認情報の内容の全部又は一部の訂
　正、追加又は削除の申出（以下「訂正等の申出」という。）は、本人確認情報訂正（追
　加・削除）申出書（別記第 �号様式）により行うものとする。
��　 訂正等の申出をする者は、当該訂正等の申出に係る確認書等を提出しなければならな
　い。
��　 法定代理人が本人に代わって訂正等の申出をする場合は、当該法定代理人は、戸籍謄
　本その他その資格を証明する書類を知事に提出しなければならない。ただし、第 �条第
　�項の規定により提出した書類によって当該法定代理人の資格を証明することができる
　ときは、この限りでない。
��　 第 �条の規定は、訂正等の申出をする者に準用する。
　（訂正等の申出に係る調査結果の通知）
第 �条　 法第 ��条の ��の規定による通知は、本人確認情報の訂正等の申出に係る調査結
　果通知書（別記第 �号様式）により行うものとする。
��　 前項の通知は、当該訂正等の申出に係る本人確認情報の本人の住所に送付するものと
　する。
　（雑則）
第 ��条　 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
　　　 附　 則
　この規則は、公布の日から施行する。
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